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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　融点が１５０℃以上のポリ乳酸系重合体１００ｗｔ％に対して、融点が１４０℃以下の
脂肪族ポリエステル共重合体０．５～１０ｗｔ％を添加したものを、該ポリ乳酸系重合体
と該脂肪族ポリエステル共重合体の溶融流動比が０．２～１．５の範囲で、溶融紡糸して
得られ、該ポリ乳酸系重合体が海部を形成し、該脂肪族ポリエステル共重合体が島部を形
成する海島型複合長繊維を、熱圧着面積率５～４０％で、熱圧着で一体化して得られ、複
屈折率が０．０１２を越え、沸水収縮率が５％以下であり、ヒートシール強度が１．５Ｎ
／２５ｍｍ以上であり、かつ、透明性が５０％以上であることを特徴とする生分解性長繊
維不織布。
【請求項２】
　前記ポリ乳酸系重合体が、ポリＬ－乳酸、ポリＤ－乳酸、Ｌ－乳酸とＤ－乳酸との共重
合体、Ｌ－乳酸とヒドロキシカルボン酸との共重合体、Ｄ－乳酸とヒドロキシカルボン酸
との共重合体、及びＬ－乳酸とＤ－乳酸とヒドロキシカルボン酸との共重合体からなる群
から選ばれる重合体、又は該重合体の種類以上のブレンド体である、請求項１に記載の生
分解性長繊維不織布。
【請求項３】
　前記脂肪族ポリエステル共重合体がポリブチレンサクシネートである、請求項１又は２
に記載の生分解性長繊維不織布。
【請求項４】
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　前記生分解性長繊維不織布の粉漏れ率が１０％以下であり、かつ、毛羽等級が２．５級
以上である、請求項１～３のいずれか１項に記載の生分解性長繊維不織布。
【請求項５】
　前記生分解性長繊維不織布の目付が１０～５０ｇ／ｍ2 であり、かつ、厚みが０．０２
～０．５０ｍｍである、請求項１～４のいずれか１項に記載の生分解性長繊維不織布。
【請求項６】
　前記生分解性長繊維不織布のＭＤ方向の１００ｇ/ｍ２目付に換算した時の引張強度が
２００Ｎ／５０ｍｍ以上である、請求項１～５のいずれか１項に記載の生分解性長繊維不
織布。
【請求項７】
　前記長繊維は、紡糸速度３０００～８０００ｍ／ｍｉｎで牽引されて紡糸され、繊度が
１．０～４．０ｄｔｅｘであり、かつ、結晶化度が３０～６０％である、請求項１～６の
いずれか１項に記載の生分解性長繊維不織布。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか１項に記載の生分解性長繊維不織布を含む食品用フィルター。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、使用後にはほぼ完全に分解されて廃棄処理が容易であるポリ乳酸系重合体を
主成分として含む生分解性長繊維から構成され、高い機械的強度を有し、ヒートシール性
、寸法安定性、粉漏れ性、透明性に優れた生分解性長繊維不織布に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、包装材料として、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリアミド等
の樹脂からなる不織布が使用されているが、これらの樹脂からなる不織布は自己分解性が
なく、自然環境下で極めて安定である。そのため、使用済みの包装材料等は、焼却炉での
焼却や埋立処理がなされているが、近年、環境保護の観点から、資源リサイクル及び温室
効果ガス抑制等を目的として、使用済包装材料に関して環境に優しい有効利用の方法や廃
棄方法の早期開発が望まれている。
　また、ティーバッグ用途等に使用されている包装材料として紙が用いられていることが
多いが、紙は透明性が悪く、包装材料の中身が見えないこと、ヒートシール加工ができな
いこと等の問題もある。
【０００３】
　従来から既知の高分子材料を高性能・多様化するために熱可塑性樹脂のポリマーブレン
ドについて数々の研究が行われているが、一般的に非相溶系のポリマー同士をブレンドし
ただけでは均一に分散させることが困難であり、安定して生産することは難しいとされて
きた。
【０００４】
　以下の特許文献１には、短繊維が熱溶着された生分解性不織布を用いた飲料用フィルタ
ーバッグが開示されているが、紙フィルターバッグはヒートシール性、抽出性等に優れて
いる反面、微細な粒子、粉末等の粉漏れが発生すること、繊維が脱落しやすいこと等の問
題がある。
【０００５】
　以下の特許文献２には、光学純度が異なる２種類のポリ乳酸系重合体の複合短繊維から
なる不織布が提案されているが、実際の加工温度での収縮率が大きいため、地合が悪く、
粗硬な不織布しか得られない。
【０００６】
　以下の特許文献３には、複合繊維の鞘成分を熱風加工により熱圧着を行って得られた不
織布が開示されているが、嵩高で熱収縮性が大きいために粗硬となり、フィルター用途に
は適していない。
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【０００７】
　以下の特許文献４では、ポリ乳酸の低い熱圧着性を改善するために２基の押出機を用い
て２成分のポリマーを別々に融解後、鞘芯型等の繊維を作製する方法が開示されている。
この方法では、芯部に高融点ポリマー、鞘部に低融点ポリマーが用いられるため、ロール
での熱圧着時に鞘部の収縮が生じるため、ロールに取られ易く、また、耐熱性が低いとい
う問題がある。さらに、設備的に大きくなること等、コスト面や製造面からも複雑な方法
となるという問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００２－１７７１４８号公報
【特許文献２】特開２００１－４９５３３号公報
【特許文献３】特開２００７－１２６７８０号公報
【特許文献４】特開２００７－１１９９２８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明が解決しようとする課題は、非相溶系のポリマーブレンドにおいて相溶化剤を用
いず、大きな設備を必要とせずに紡糸可能で、ポリ乳酸特有の低い熱圧着性を改善して高
い機械的強度やヒートシール性を有し、且つ、食品用フィルターとして細かい粒子状物等
においても粉漏れがし難く、寸法安定性や透明性に優れた生分解性長繊維不織布、及びこ
れを含む食品用フィルターを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、上記の課題を解決すべく鋭意検討し、実験を重ねた結果、ポリ乳酸系重
合体のブレンド紡糸において特定の物性を有する脂肪族ポリエステル共重合体を選定する
ことで相溶化剤を用いなくても熱安定性と分散性を向上させることが可能であり、長繊維
を構成する繊維の構造と繊径、脂肪族ポリエステル共重合体のブレンド比率と溶融流動比
率、不織布の熱圧着面積率及び熱圧着部の形状の観点から詳細な検討を行い、構成繊維で
ある生分解性長繊維の紡糸性が良好であり、これを不織布とした場合に、食品用フィルタ
ーとして透明性や寸法安定性に優れて毛羽立ち難く、粉漏れ性、機械的強度、ヒートシー
ル性に優れた生分解性長繊維不織布が得られることを見出し、本発明を完成するに至った
。
【００１１】
　すなわち、本発明は以下の通りのものである。
　［１］融点が１５０℃以上のポリ乳酸系重合体１００ｗｔ％に対して、融点が１４０℃
以下の脂肪族ポリエステル共重合体０．５～１０ｗｔ％を添加したものを、該ポリ乳酸系
重合体と該脂肪族ポリエステル共重合体の溶融流動比が０．２～１．５の範囲で、溶融紡
糸して得られ、該ポリ乳酸系重合体が海部を形成し、該脂肪族ポリエステル共重合体が島
部を形成する海島型複合長繊維を、熱圧着面積率５～４０％で、熱圧着で一体化して得ら
れ、複屈折率が０．０１２を越え、沸水収縮率が５％以下であり、ヒートシール強度が１
．５Ｎ／２５ｍｍ以上であり、かつ、透明性が５０％以上であることを特徴とする生分解
性長繊維不織布。
【００１２】
　［２］前記ポリ乳酸系重合体が、ポリＬ－乳酸、ポリＤ－乳酸、Ｌ－乳酸とＤ－乳酸と
の共重合体、Ｌ－乳酸とヒドロキシカルボン酸との共重合体、Ｄ－乳酸とヒドロキシカル
ボン酸との共重合体、及びＬ－乳酸とＤ－乳酸とヒドロキシカルボン酸との共重合体から
なる群から選ばれる重合体、又は該重合体の種類以上のブレンド体である、前記［１］に
記載の生分解性長繊維不織布。
【００１３】
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　［３］前記脂肪族ポリエステル共重合体がポリブチレンサクシネートである、前記［１
］又は［２］に記載の生分解性長繊維不織布。
【００１５】
　［４］前記生分解性長繊維不織布の粉漏れ率が１０％以下であり、かつ、毛羽等級が２
．５級以上である、前記［１］～［３］のいずれかに記載の生分解性長繊維不織布。
【００１６】
　［５］前記生分解性長繊維不織布の目付が１０～５０ｇ／ｍ2 であり、かつ、厚みが０
．０２～０．５０ｍｍである、前記［１］～［４］のいずれかに記載の生分解性長繊維不
織布。
【００１７】
　［６］前記生分解性長繊維不織布のＭＤ方向の１００ｇ/ｍ２目付に換算した時の引張
強度が２００Ｎ／５０ｍｍ以上である、前記［１］～［５］のいずれかに記載の生分解性
長繊維不織布。
【００１８】
　［７］前記長繊維は、紡糸速度３０００～８０００ｍ／ｍｉｎで牽引されて紡糸され、
繊度が１．０～４．０ｄｔｅｘであり、かつ、結晶化度が３０～６０％である、前記［１
］～［６］のいずれかに記載の生分解性長繊維不織布。
【００１９】
　［８］前記［１］～［７］のいずれかに記載の生分解性長繊維不織布を含む食品用フィ
ルター。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明の生分解性長繊維不織布は、ポリ乳酸系重合体に低融点・低結晶性の脂肪族ポリ
エステル共重合体をブレンドした海島型複合繊維から構成されるため、第一に、低融点・
低結晶性成分を含有することにより繊維の熱圧着が良好に行われ、繊維間の接着性がより
強固になるため、剛性が高く、機械的強度やヒートシール強度に優れ、かつ、毛羽立ちが
少なく、第二に、脂肪族ポリエステル共重合体が繊維表面に不連続に露出していることに
より、熱圧着時の「ロール取られ」が起こりにくく、寸法安定性に優れ、第三に、使用後
は生分解性を有することで環境への負荷を低減することができる。したがって、本発明の
生分解性長繊維不織布は、食品用フィルターとして好適に利用することができる。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明を詳細に説明する。
　本発明に用いるポリ乳酸系重合体としては、ポリＬ－乳酸、ポリＤ－乳酸、Ｌ－乳酸と
Ｄ－乳酸との共重合体、Ｌ－乳酸とヒドロキシカルボン酸との共重合体、Ｄ－乳酸とヒド
ロキシカルボン酸との共重合体およびＬ－乳酸とＤ－乳酸とヒドロキシカルボン酸との共
重合体からなる群から選ばれるいずれかの重合体、又は該重合体の２種類以上のブレンド
体が挙げられる。ポリ乳酸系重合体としては、融点が１５０℃以上である重合体が好適に
使用できる。
【００２２】
　上記ポリ乳酸系重合体の成分として用いられるヒドロキシカルボン酸としては、例えば
、グリコール酸、ヒドロキシ酪酸、ヒドロキシ吉草酸、ヒドロキシペンタン酸、ヒドロキ
シカプロン酸、ヒドロキシヘプタン酸、ヒドロキシオクタン酸等が挙げられる。これらの
中では、グリコール酸、ヒドロキシカプロン酸が好ましい。
【００２３】
　前記ポリ乳酸系重合体のＭＦＲは、２０～１２０ｇ／１０ｍｉｎが好ましく、より好ま
しくは３０～７０ｇ／１０ｍｉｎである。ＭＦＲが２０ｇ／１０ｍｉｎ以上であれば溶融
粘性が適切であり、紡糸工程において繊維の細化が起こり易いために配向結晶化が進み、
十分な単糸強度が得られる傾向がある。一方、ＭＦＲが１２０ｇ／１０ｍｉｎ以下である
と溶融粘性が適切なため、紡糸工程において単糸切れが発生することが少なく、単糸強度
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が高いものが得られる。
【００２４】
　前記脂肪族ポリエステル共重合体としては、例えば、ポリエチレンサクシネート、ポリ
ブチレンサクシネート、ポリエチレンテレフタレート・アジペート、ポリブチレンサクシ
ネート・アジペート、ポリブチレンテレフタレート・アジペート、ポリカプロラクトン等
を挙げることができる。これらの中でも特にポリブチレンサクシネートが好ましい。
【００２５】
　前記脂肪族ポリエステル共重合体のＭＦＲは、１００ｇ／１０ｍｉｎ以下が好ましく、
より好ましくは２０～８０ｇ／１０ｍｉｎであり、さらに好ましくは３０～７０ｇ／１０
ｍｉｎである。また、ポリ乳酸系重合体と脂肪族ポリエステル共重合体との溶融流量比は
、０．２～１．５であり、好ましくは０．３～１．４である。すなわち、０．２≦［脂肪
族ポリエステル共重合体の溶融流量／ポリ乳酸系重合体の溶融流量］≦１．５である。溶
融流量比がこの範囲内であると海島型複合繊維の紡糸性が良好であり、且つ、脂肪族ポリ
エステル共重合体の繊維中での分散性が良好となるために安定した熱圧着性が得られ、ヒ
ートシール性、機械的強度に優れた不織布が得られる。
【００２６】
　本発明でいう海島型構造とは、ポリ乳酸系重合体が海部を、脂肪族ポリエステル共重合
体が島部を形成し、ポリマーブレンド繊維断面において真円、楕円状等に島部が微分散し
ている構造をいい、通常、繊維軸方向では不連続に小さな島部が微分散していると推定さ
れるものであり、好ましくは繊維断面において内側よりも繊維外周側に多くの島部が微分
散しており、一部が繊維表面に露出している構造をいう。これらブレンド樹脂の延伸時に
島部の脂肪族ポリエステル共重合体が、海部を形成するポリ乳酸系重合体の延伸、配向結
晶化を阻害すると推定される。それゆえ、ポリ乳酸系重合体が、低結晶性のまま延伸を終
了し、熱接着性が改善された繊維が得られる。
【００２７】
　本発明においては、ポリ乳酸系重合体に対する脂肪族ポリエステル共重合体の添加率は
、紡糸性や熱圧着性改善による不織布の機械的強度向上の点から０．５～１０．０ｗｔ％
であり、好ましくは１．０～５．０ｗｔ％である。添加率が０．５ｗｔ％未満であると熱
圧着性改善効果が得られず、目的とする高剛性で高強度化された不織布が得られず、一方
、添加率が１０．０ｗｔ％を超えると紡糸中に糸切れが多発し、安定して連続した繊維が
得られず、生産性が低下する。
【００２８】
　本発明に用いるポリ乳酸系重合体には、本発明の目的を損なわない範囲で他の慣用の各
種添加成分、例えば、各種エラストマー類等の衝撃性改良剤、結晶核剤、着色防止剤、酸
化防止剤、耐熱剤、可塑剤、滑剤、耐候剤、着色剤、顔料等の添加剤を添加することがで
きる。
【００２９】
　本発明に係る長繊維の形成は、常用の紡糸口金を用いて溶融紡糸で行う。ポリ乳酸系重
合体と脂肪族ポリエステル共重合体をブレンドさせるには、ポリ乳酸系重合体にマスター
バッチ化する方法、ドライブレンドにより混合する方法等が挙げられるが、コスト面から
ドライブレンド法を採用することが好ましい。また、長繊維の構造は、ポリ乳酸系重合体
が海部を形成し、脂肪族ポリエステル共重合体が島部を形成する海島型構造であることが
必要である。
【００３０】
　本発明に係る長繊維不織布は、スパンボンド法にて効率よく製造することができる。す
なわち、前記のポリ乳酸系重合体を加熱溶融して紡糸口金から吐出させ、得られた紡出糸
条を公知の冷却装置を用いて冷却し、エアーサッカー等の吸引装置にて牽引細化する。引
き続き、吸引装置から排出された糸条群を開繊させた後、コンベア上に堆積させてウェブ
とする。次いで、このコンベア上に形成されたウェブに加熱されたエンボスロール等の部
分熱圧着装置を用いて部分的に熱圧着を施すことにより、長繊維スパンボンド不織布を得



(6) JP 5486332 B2 2014.5.7

10

20

30

40

50

る。スパンボンド法で得られる不織布は、布強度が強く、かつ、ボンディング部の破損に
よる短繊維の脱落がない等の物性上の特徴を有しており、また、低コストで生産性が高い
ため、衛生、土木、建築、農業・園芸、生活資材を中心に広範な用途で使用されている。
【００３１】
　本発明に係る長繊維の繊度は、好ましくは１．０～４．０ｄｔｅｘであり、より好まし
くは１．０～３．０ｄｔｅｘである。繊度が１．０ｄｔｅｘ未満であると紡糸時において
エジェクターの張力に繊維が十分に耐えることができず、繊維の一部が切れる場合がある
。また、繊度が４．０ｄｔｅｘ以下であれば、不織布化し、食品用フィルターとして用い
る際、粉漏れ量が少なく、フィルター材として適している。
【００３２】
　本発明の生分解性長繊維不織布は、低融点・低結晶性成分を含有した海島型ブレンド長
繊維ウェブを熱圧着で一体化した構造を有しているために繊維間の接合が強固であり、剛
性が高められて高い機械的強度とヒートシール強度が得られ、また、低融点・低結晶性成
分を表層に不連続に有する構造にすることで熱圧着時の「ロール取られ」が起こりにくく
、且つ、寸法安定性に優れる等の特徴が得られる。
【００３３】
　本発明の長繊維不織布の熱圧着は、凹凸の表面構造を有するエンボスロールとフラット
ロールからなる一対の加熱ロールを用いることも可能である。エンボスロールにより熱圧
着を行う場合、不織布全面積に対して５～４０％の範囲における熱圧着面積率での熱圧着
が行われることが好ましく、より好ましくは５～３０％であり、さらに好ましくは５～２
０％である。熱圧着面積率がこの範囲内であると良好な繊維相互間の熱圧着処理を行うこ
とができ、得られる不織布の適度な機械的強度と剛性、通気性、粉漏れ性を図る上で好ま
しい。
【００３４】
　熱圧着処理温度及び圧力は、供給されるウェブの目付、速度等の条件によって適宜選択
されるべきものであり、一概には定められないが、ポリ乳酸系重合体の融点よりも１０～
８０℃低い温度であることが好ましく、より好ましくは２０～５０℃低い温度であり、さ
らに好ましくは２０～４０℃低い温度である。毛羽等級としては２．５級以上が必要であ
り、好ましくは３級以上である。
【００３５】
　本発明の生分解性長繊維不織布の粉漏れ率は、１０ｗｔ％以下が好ましく、より好まし
くは７．５ｗｔ％以下、さらに好ましくは５．０ｗｔ％以下である。粉漏れ率が１０ｗｔ
％以下であると微細な粒子・粉末等の遮蔽性、保持性に優れる。粉漏れ率が１０ｗｔ％を
超えると食品用フィルターとして用いた際、粉漏れ量が多くなり、フィルターとして適さ
ない。
【００３６】
　本発明の生分解性長繊維不織布の沸水収縮率は、５％以下であり、好ましくは３％以下
である。沸水収縮率が５％以下であると熱成型加工等での収縮がほとんど無く、工程安定
性に優れ、また、１００℃近い高温環境下にさらされるような使用形態でも形態保持性に
優れる。
【００３７】
　本発明の生分解性長繊維不織布のヒートシール強度は、１．５Ｎ／２５ｍｍ以上であり
、好ましくは２．０Ｎ／２５ｍｍ以上である。ヒートシール強度が１．５Ｎ／２５ｍｍ未
満であるとシール部分が剥離し易くなり、内容物が外部に漏れる等の問題が生じる。
【００３８】
　本発明の生分解性長繊維不織布の透明性は、５０％以上であり、好ましくは５５％以上
、より好ましくは６０％以上である。透明性が５０％未満では、不織布を通じて中身の状
態が見えにくく、不鮮明になる。
【００３９】
　本発明の生分解性長繊維不織布の目付は、１０～５０ｇ/ｍ２が好ましく、より好まし
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くは１２～３０ｇ/ｍ２であり、さらに好ましくは１２～２０ｇ/ｍ２である。目付が１０
ｇ/ｍ２未満では、透明性は良いが、繊維間隙が大きく、粉漏れし易くなり、機械的強度
が不十分であり、一方、目付が５０ｇ/ｍ２を超えると、粉漏れ量は少なくなるが、透明
性・成分抽出性が劣る。
【００４０】
　本発明の生分解性長繊維不織布の厚みは、０．０２～０．５０ｍｍが好ましく、より好
ましくは０．０３～０．３０ｍｍである。目付と厚みがこの範囲内にあると食品用フィル
ターとして使用する際に優れた透明性、粉漏れ性、成分抽出性が得られる。
【００４１】
　本発明の生分解性長繊維不織布の平均見掛け密度は、０．０５～０．５０g／ｃｍ３が
好ましく、より好ましくは０．１０～０．３０g／ｃｍ３であり、さらに好ましくは０．
１０～０．２５g／ｃｍ３である。平均見掛け密度は、不織布の剛性、粉漏れ性及び成分
抽出性に関係し、この範囲であれば、食品用フィルターとしての袋形状への加工適性及び
粉漏れ性に優れる。平均見掛け密度が０．０５g／ｃｍ３未満では、繊維間隙が大きくな
るために粉漏れ量が多く、不織布の剛性が不足し、一方、平均見掛け密度が０．５０g／
ｃｍ３を超えると繊維間隙が小さく、粉漏れ性は良くなるが、成分抽出性が悪くなり、食
品用フィルターとしての要求性能を達成できない。
【００４２】
　本発明の生分解性長繊維不織布の引張強度は、ＭＤ方向で１００ｇ／ｍ２目付に換算し
た時、２００Ｎ／５０ｍｍ以上であることが好ましく、より好ましくは２１０Ｎ／５０ｍ
ｍ以上である。引張強度がこの範囲であると製袋加工時の生産安定性や食品用フィルター
としての使用時の破れ防止等に優れる。
【００４３】
　本発明に係る長繊維を製造する際の紡糸速度は、３０００～８０００ｍ/ｍｉｎが好ま
しく、より好ましくは４０００～７０００ｍ/ｍｉｎである。紡出糸条を牽引細化する際
の牽引速度が上記の範囲内であると、ポリ乳酸系重合体の配向結晶化が十分で機械的特性
や寸法安定性に優れた不織布が得られ、且つ、紡糸中に糸切れが発生する可能性が少なく
、不織布の生産性の点からも好ましい。
【００４４】
　本発明に係る長繊維の複屈折率Δｎは、０．０１２～０．０２５が好ましく、より好ま
しくは、０．０１４～０．０２２である。複屈折率がこの範囲であると、繊維の配向結晶
性が適度で、機械的強度や寸法安定性に優れた不織布が得られる。
【００４５】
　本発明に係る長繊維の結晶化度は、３０～６０％が好ましく、より好ましくは３５～６
０％である。結晶化度がこの範囲内であると、機械的強度や寸法安定性に優れた繊維が得
られる。
【００４６】
　本発明の生分解性長繊維不織布には、本発明の作用効果が発揮される範囲で、常用の後
加工、例えば、消臭剤、抗菌剤、防ダニ剤等の付与をしてもよいし、染色、撥水加工、透
水加工、透湿防水加工等を施してもよい。
【００４７】
　本発明の生分解性長繊維不織布は、透明性に優れているために中身が鮮明に見え、かつ
、粉漏れ性に優れているために緑茶、紅茶、コーヒー等の食品用フィルターとして非常に
適した特性を有している。食品用フィルターとしては、平袋でもよいが、立体形状である
と、中身が一層良く見え、抽出が効果的に行われるので好ましい。立体形状としては、四
面体形状、三角錐立体形状等が好ましい。
【００４８】
　立体形状の食品用フィルターは、被抽出物を充填し封入した後、袋詰めされて販売され
るが、購入した消費者が袋から取り出して使用する時には、速やかに元の立体形状に戻る
ことが要求される。本発明の長繊維不織布は、コシがあり、適度な剛性を有しているため
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、このような形状回復性に優れている。
【実施例】
【００４９】
　以下、実施例により本発明をさらに具体的に説明するが、本発明は、実施例に限定され
ることを意図されない。
　まず、測定方法、評価方法を説明する。
（１）目付（ｇ/ｍ２）：ＪＩＳ Ｌ－１９０６に準拠し、縦２０ｃｍ×横２５ｃｍの試験
片を試料の幅１ｍ当たり３箇所採取して質量を測定し、その平均値を単位面積当たりの質
量に換算して求めた。
（２）厚み：ＪＩＳ Ｌ－１９０６に規定の方法で荷重１００ｇ/ｃｍ２の厚みを測定した
。
（３）平均見掛け密度（ｇ/ｃｍ３）：ＪＩＳ Ｌ－１９０６に規定の方法で測定した目付
と厚みから、以下の式により単位体積当たりの質量を求め、試料の幅１ｍ当たり３箇所の
平均で求めた。
　　　平均見掛け密度（ｇ/ｃｍ３）＝（目付 ｇ/ｍ２）／（（厚み ｍｍ）×１０００）
【００５０】
（４）繊度（ｄｔｅｘ）：１ｍ長の重量を測定してｎ＝５の平均値を求め、１００００ｍ
長に算出して求めた。
（５）ＭＦＲ（ｇ/１０ｍｉｎ）：メルトインデクサー（東洋精機社製：ＭＥＬＴ ＩＮＤ
ＥＸＥＲ Ｓ－１０１）溶融流量装置を用い、ＪＩＳ Ｋ－７２１０に準じてオリフィス径
２．０９５ｍｍ、オリフィス長０．８ｍｍ、荷重２．１６ｋｇ、測定温度２３０℃の条件
で一定体積分を吐出するのに要する時間から１０分間当たりの溶融ポリマーの吐出量（ｇ
）を算出し、求めた。
　尚、溶融流動比は、以下の式：
　　　溶融流量比＝［（脂肪族ポリエステル共重合体のＭＦＲ）／（ポリ乳酸系共重合体
のＭＦＲ）］
で計算される。
【００５１】
（６）沸水収縮率（％）：ＪＩＳ Ｌ－１９０６に準拠し、縦２５ｃｍ×横２５ｃｍの試
験片を試料の幅１ｍ当たり３箇所採取し、沸騰水中に３分間浸漬し、自然乾燥後にＭＤ方
向及びＣＤ方向の収縮率を求める。それぞれの平均値を算出し、ＭＤ方向とＣＤ方向のい
ずれか大きい方の収縮率をその不織布の沸水収縮率とした。
【００５２】
（７）透明性（％）：マクベス分光光度計（ＣＥ-７０００Ａ型：サカタインク製）で反
射率（L値）を測定し、標準白板のL値（Lw0）と標準黒板のL値（Lb0）の差を求めて基準
とし、試料を白板上に置いたL値（Lw）と同様に黒板状に置いたL値（Lb）から下記式に従
って透明性を求めた。
　　　透明性（％）＝｛（Lw－Lb）／（Lw0－Lb0）｝×１００
【００５３】
（８）熱圧着面積率（％）：１ｃｍ角の試験片をサンプリングして電子顕微鏡で写真を撮
影し、その各写真より熱圧着部の面積を測定し、その平均値を熱圧着部の面積とした。ま
た、熱圧着部のパターンのピッチをＭＤ方向及びＣＤ方向において測定し、これらの値に
より、不織布の単位面積当たりに占める熱圧着面積の比率を熱圧着面積率として算出した
。
【００５４】
（９）粉漏れ率（ｗｔ％）：ＪＩＳ Ｚ－８９０１試験用粉末７種ダストを約２ｇ秤取し
、その重量Ｗ１（ｇ）を測定して不織布の上に乗せ、振動機で５分間振動させた後、不織
布を通過したダスト重量Ｗ２（ｇ）を測定し、下記式により求めた。
　　　粉漏れ率（ｗｔ％）＝（Ｗ２／Ｗ１）×１００
【００５５】
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（１０）引張強度（Ｎ／５０ｍｍ）：島津製作所社製オートグラフＡＧＳ－５Ｇ型を用い
て、５０ｍｍ幅の試料を把握長１００ｍｍ、引張速度３００ｍｍ/ｍiｎで伸長し、得られ
る破断時の荷重を強度とし、不織布のＭＤ方向について５回測定を行い、その平均値を求
めた。
【００５６】
（１１）ヒートシール強度（Ｎ／２５ｍｍ）：島津製作所社製オートグラフＡＧＳ－５Ｇ
型を用いて２５ｍｍ幅の試料のヒートシール部分を約５０ｍｍ上下方向に剥離して取り付
け、把握長５０ｍｍ、引張速度１００ｍｍ/ｍiｎで伸長し、得られる破断時の荷重を強度
とし、不織布のＭＤ方向について５回測定を行い、その平均値を求めた。ヒートシール条
件は、シール温度１５０℃、シール時間１秒、圧力０．５ＭＰａ、シール面積７ｍｍ×２
５ｍｍであった。
【００５７】
（１２）複屈折率（Δｎ）：ＯＬＹＭＰＵＳ社製のＢＨ２型偏光顕微鏡コンペンセーター
を用いて、通常の干渉縞法によってレターデーションと繊維径より牽引直後の繊維の複屈
折率を求めた。
【００５８】
（１３）結晶化度（％）：ＴＡインスツルメント社製の示差走査熱量計ＤＳＣ２９２０を
用い、昇温速度を１０℃／ｍiｎで、３０℃から２００℃まで昇温して結晶化発熱量ΔＨ
ｃ、結晶融解熱量ΔＨｍを測定した。結晶化度（％）は下記式により求めた。
　　　結晶化度χｃ（％）＝（ΔＨｍ－ΔＨｃ）／９３×１００
ここで、９３Ｊ／ｇはポリ乳酸の完全結晶の融解熱量である。
【００５９】
（１４）生分解性：不織布を土中に埋設し、６ケ月後に取り出して不織布の形態保持性、
又は破断強度の保持率によって以下の評価基準に従って、生分解性をに評価した。
　○：不織布の形態を保持していない、または、破断強度が初期値に対して５０％以下に
低下している。
　×：破断強度が初期値に対して５０％を超える。
【００６０】
（１５）毛羽等級：ＭＤ、ＣＤ方向に２５ｍｍ×３００ｍｍの試験片を採取し、日本学術
振興会型堅牢度試験機を用いて、摩擦子の荷重が２００ｇ、摩擦子側には同布を使用し、
５０回動作をさせて、以下の評価基準に従って、耐毛羽性を等級付けた。
　１．０級：試験片が破損するほど繊維が剥ぎ取られる。
　２．０級；試験片が薄くなるほど甚だしく繊維が剥ぎ取られる。
　２．５級：毛玉が大きくはっきりと見られ、複数箇所で繊維が浮き上がり始める。
　３．０級：はっきりとした毛玉ができ始め、または小さな毛玉が複数見られる。
　３．５級：繊維が３～５本程度、もしくは数ヶ所に小さな毛玉ができ始める程度に毛羽
立っている。
　４．０級：繊維が１～２本程度、もしくは一ヶ所に小さな毛玉ができ始める程度に毛羽
立っている。
　５．０級：毛羽立ちがない。
【００６１】
　次に、実施例及び比較例によって本発明を具体的に説明する。
［実施例１]
　融点１６７℃、ＭＦＲ４４ｇ／１０ｍｉｎであるポリ乳酸系重合体に、溶融流動比が１
．１であるポリブチレンサクシネートを添加量が１０ｗｔ％となるようにドライブレンド
にて混合し、常用の溶融紡糸装置に供給した。次に、２３０℃にて均一に溶融混合し、円
形断面の紡糸孔を有する紡糸口金から紡糸速度４６００ｍ/ｍｉｎにて溶融紡出して繊度
が２．０ｄｔｅｘのポリ乳酸系ブレンド長繊維を得た。この繊維を開繊分散して目付２０
ｇ／ｍ２のウェブを作製し、エンボスロールとフラットロール間において熱圧着面積率７
．１％で部分熱圧着することにより、生分解性長繊維不織布を得た。得られた不織布の物
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性を以下の表１に示す。
【００６２】
[実施例２]
　実施例１においてポリブチレンサクシネートの添加率が６．０ｗｔ％となるようにブレ
ンドしたこと以外は、実施例１と同様にして生分解性長繊維不織布を得た。得られた不織
布の物性を以下の表１に示す。
【００６３】
[実施例３]
　実施例１においてポリブチレンサクシネートの添加率が３．０ｗｔ％となるようにブレ
ンドしたこと以外は、実施例１と同様にして生分解性長繊維不織布を得た。得られた不織
布の物性を以下の表１に示す。
【００６４】
[実施例４]
　実施例１においてポリブチレンサクシネートの添加率が３．０ｗｔ％となるようにブレ
ンドし、繊度が２．４ｄｔｅｘのポリ乳酸系ブレンド長繊維を開繊分散して目付４０ｇ／
ｍ２のウェブを作製したこと以外は、実施例１と同様にして生分解性長繊維不織布を得た
。得られた不織布の物性を以下の表１に示す。
【００６５】
[実施例５]
　融点１６７℃、ＭＦＲ４４ｇ／１０ｍｉｎであるポリ乳酸系重合体に、溶融流動比が１
．１であるポリブチレンサクシネートを添加率が１．０ｗｔ％となるようにドライブレン
ドにて混合し、常用の溶融紡糸装置に供給した。次に、２３０℃にて均一に溶融混合し、
円形断面の紡糸孔を有する紡糸口金から紡糸速度６０００ｍ/ｍｉｎにて溶融紡出して繊
度が１．３ｄｔｅｘのポリ乳酸系ブレンド長繊維を得た。この繊維を開繊分散して目付１
６ｇ／ｍ２のウェブを作製し、エンボスロールとフラットロール間において熱圧着面積率
７．１％で部分熱圧着することにより生分解性長繊維不織布を得た。得られた不織布の物
性を以下の表１に示す。
【００６６】
[実施例６]
　実施例５において熱圧着面積率１１．４％で部分熱圧着したこと以外は、実施例５と同
様にして生分解性長繊維不織布を得た。得られた不織布の物性を以下の表１に示す。
【００６７】
[実施例７]
　実施例５において熱圧着面積率１４．４％で部分熱圧着したこと以外は、実施例５と同
様にして生分解性長繊維不織布を得た。得られた不織布の物性を以下の表１に示す。
【００６８】
[実施例８]
　実施例５において熱圧着面積率３０．０％で部分熱圧着したこと以外は、実施例５と同
様にして生分解性長繊維不織布を得た。得られた不織布の物性を以下の表１に示す。
【００６９】
[実施例９]
　実施例５において繊度が２．０ｄｔｅｘのポリ乳酸系ブレンド長繊維を熱圧着面積率１
１．４％で部分熱圧着したこと以外は、実施例５と同様にして生分解性長繊維不織布を得
た。得られた不織布の物性を以下の表１に示す。
【００７０】
[比較例１]
　実施例１においてポリブチレンサクシネートを添加しないこと以外は、実施例１と同様
にして生分解性長繊維不織布を得た。得られた不織布の物性を以下の表１に示す。熱圧着
性が悪いため、ヒートシール強度と引張強度が不良であった。
【００７１】
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[比較例２]
　実施例１において溶融流動比が２．０であるポリブチレンサクシネートをブレンドした
こと以外は、実施例１と同様にして生分解性長繊維不織布を得た。得られた不織布の物性
を以下の表１に示す。溶融流動比が高いために配向結晶化抑制効果が少なく、ヒートシー
ル強度と引張強度が不良であった。
【００７２】
[比較例３]
　実施例１においてポリブチレンサクシネート樹脂を添加率が１５ｗｔ％となるようにブ
レンドしたこと以外は、実施例１と同様にして生分解性長繊維不織布を得ようとしたが、
糸切れの多発と紡口付近での糸曲がりが発生し、紡糸不可の状態であり、連続した糸が得
ることはできなかった。
【００７３】
[比較例４]
　実施例５において繊度が５．０ｄｔｅｘのポリ乳酸系ブレンド長繊維を熱圧着面積率１
１．４％で部分熱圧着したこと以外は、実施例５と同様にして生分解性長繊維不織布を得
た。得られた不織布の物性を以下の表１に示す。紡糸速度が低く、繊度が大きいために沸
水収縮性が高く、且つ、粉漏れ性が高くなり、フィルター性能に劣るものであった。
【００７４】
[比較例５]
　実施例１においてポリブチレンサクシネートの添加率が３．０ｗｔ％となるようにブレ
ンドし、繊度が２．４ｄｔｅｘのポリ乳酸系ブレンド長繊維を開繊分散して目付６０ｇ／
ｍ２のウェブを作成したこと以外は、実施例１と同様にして生分解性長繊維不織布を得た
。得られた不織布の物性を以下の表１に示す。高目付であるために透明性が低く、通気度
が低いためにフィルターとして抽出性の悪いものとなった。
【００７５】
[比較例６]
　実施例１において溶融流動比が０．１であるポリブチレンサクシネートの添加率が３．
０ｗｔ％となるようにブレンドしたこと以外は、実施例１と同様にして生分解性長繊維不
織布を得ようとしたが、糸切れの多発と紡口付近での糸曲がりが発生し、紡糸不可の状態
であり、連続した糸を得ることはできなかった。
【００７６】
[比較例７]
　実施例１においてポリブチレンサクシネートの添加率が３．０ｗｔ％となるようにブレ
ンドし、繊度が０．６ｄｔｅｘのポリ乳酸系ブレンド長繊維を作成したこと以外は、実施
例１と同様にして生分解性長繊維不織布を得た。得られた不織布の物性を以下の表１に示
す。繊度が小さすぎたために透明性が不良であり、フィルター性能に劣るものであった。
【００７７】
[実施例８]
　実施例５において熱圧着面積率３．０％で部分熱圧着したこと以外は、実施例５と同様
にして生分解性長繊維不織布を得た。得られた不織布の物性を以下の表１に示す。熱圧着
面積率が低く、ウェブの熱圧着が不完全なため、ヒートシール強度と引張強度が不良であ
った。
【００７８】
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【表１】

【産業上の利用可能性】
【００７９】
　本発明の生分解性長繊維不織布は、毛羽立ちが少なく、機械的強度と粉漏れ性、透明性
等に優れることから土嚢袋、ベタガケシート、防草シート、植生シート、育苗ポット等の
土木農業資材、ワイピングクロス、水切り袋、シーツ、ベッドカバー、発熱体包材、乾燥
包材、食品用包材等の生活資材、マット，吸音材、天井材、シート内張布等の自動車内装



(13) JP 5486332 B2 2014.5.7

材、空調用フィルター、ダスト捕集用フィルター材等の工業資材、使い捨ておむつ等の衛
生材料等に好ましく用いられる。特に、緑茶、紅茶、コーヒー、出し汁等に用いられる食
品用フィルターの分野に好適に利用できる。
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